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別府市創業支援事業補助金交付要綱  

 

制定 平成２７年３月３１日  

別府市告示第１０４号  

改正 平成２８年３月２２日  

別 府 市告 示 第 ８ ７ 号 

平成２９年３月３１日  

別府市告示第１１７号  

平成３０年３月３０日  

別 府 市告 示 第 ９ ２号 

令和２年  ３月２３日  

別府市告示第１０５号  

令和７年 ４月２５日 

別府市告示第１９８号 

 

 （趣旨）  

第１条 この要綱は、本市における創業を促進し、新たな雇用の創出を図

るため、市内において新たに創業をする者又は創業をして５年未満の者

に対し、予算の定めるところにより別府市創業支援事業補助金（以下「補

助金」という。）を交付することに関し、別府市補助金等交付規則（平成

２年別府市規則第５０号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。  

 （定義）  

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当

該各号に定めるところによる。  

 (1) 創業 次に掲げる行為をいう。  

  ア 事業を営んでいない個人が所得税法（昭和４０年法律第３３条）

第２２９条に規定する開業の届出をして、新たに事業を開始するこ

と。  

  イ 事業を営んでいない個人が新たに法人を設立し、当該新たに設立

された法人が事業を開始すること。  
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(2) 事業所等 事務所、店舗、工場その他事業の用に供する拠点をいう。 

 （補助対象事業）  

第３条 補助金の交付の対象となる事業は、次の各号のいずれにも該当す

る事業若しくは市長が指定する事業の創業又はこれらの事業であって創

業をして５年未満のものとする。  

 (1) 新たな需要や雇用を創出する事業  

 (2) 事業に特徴があり、独創性又は新規性がある事業  

 (3) 事業内容における競争力又は優位性がある事業  

 (4) 市内の企業と取引を行うことにより、地域産業への波及効果が期待

できる事業  

 (5) 事業計画に妥当性があり、事業の継続性と将来的な成長性が期待で

きる事業  

 （補助対象者）  

第４条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、

第８条に規定する申請の日（以下この項及び第６条において「申請日」

という。）が属する年度の４月１日から第６条に規定する補助対象期間の

満了する日までに市内において、事業所等を設置し、創業をする者及び

申請日が属する年度の４月１日において市内に事業所等を設置し、創業

をして５年未満の者で、次の各号に掲げる要件のいずれも満たすものと

する。  

 (1) 補助対象者（法人にあっては、当該法人の代表者）は、市内に住所

を有すること（第６条に規定する補助対象期間の満了する日までに市

内に住所を有する場合を含む。）。  

 (2) 補助対象者（法人にあっては、当該法人及び当該法人の代表者）に

市税の滞納がないこと。  

 (3) 中小企業者（中小企業信用保険法（昭和２５年法律第２６４号）第

２条第１項第１号、第２号又は第５号に該当する者をいう。）として

同項第１号に規定する特定事業を行う者であること。  

 (4) 許認可等を必要とする創業にあっては、当該許認可等を受けること。 

 (5) 第６条に規定する補助対象期間における事業費の総額に対し、１割

程度の自己資金を有すること。  
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 (6) 産業競争力強化法（平成２５年法律第９８号）第１２７条第１項の

規定により認定を受けた別府市創業支援等事業計画に記載されてい

るもののうち、同法第２条第２６項に規定する特定創業支援等事業

（以下「特定創業支援事業」という。）による創業相談又は経営指導

を受けていること。  

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる者は、補助金の交付対象としな

い。  

 (1) 他の者が行っていた事業を継承して行う者  

 (2) 仮設又は臨時の店舗その他その設置が恒常的でない店舗で事業を

行う者  

 (3) 国又は県による創業に対する補助制度を利用する者  

 (4) 風俗営業等の規制及び業務の適性化等に関する法律（昭和２３年法

律第１２２号）の規定による許可又は届出を要する事業を行う者  

 (5) 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成

３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下こ

の号において同じ。）又は暴力団（同条第２号に規定する暴力団をい

う。）若しくは暴力団員と密接な関係を有する者  

 (6) その他市長が適当でないと認める者  

 （補助対象経費）  

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）

は、補助対象期間における創業又は創業をして５年未満の事業に係る次

に掲げる経費とする。  

 (1) 人件費（創業の事業に直接従事する従業員（市内に住所を有する者

に限り、補助対象者と同一世帯の親族を除く。以下同じ。）の賃金に

限る。）  

 (2) 創業に必要な申請書類の作成に要する経費（開業又は法人設立に伴

う司法書士、行政書士等に支払う申請資料作成経費）  

 (3) 事業所等の開設に伴う設備費（内外装工事費並びに機械、器具、工

具及び備品の調達費用）  

 (4) 広報費（販路開拓に係る広告宣伝費）  

 (5) その他事業所等開設に係る経費（消耗品費及び税の性質を有するも
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のを除く。）  

 （補助対象期間）  

第６条 前条の補助対象期間は、申請日から６月が経過した日又は申請日

が属する年度の１月３１日のいずれか早い日までの期間とする。  

 （補助金の額）  

第７条 補助金の額は、予算に定める範囲内で、補助対象経費に３分の２

を乗じて得た額以内とし、その額に千円未満の端数が生じたときは、そ

の端数を切り捨てた額とする。  

 （補助金の交付申請）  

第８条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、

別府市創業支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類

を添付し、市長に提出しなければならない。ただし、市長は、添付する

ことができないやむを得ない理由があると認める書類については、添付

を省略させることができる。  

 (1) 住民票の写し（法人にあっては当該法人の代表者のもの）  

 (2) 市税納税証明書（法人にあっては当該法人及び当該法人の代表者の

もの）  

 (3) 営業許可証の写し（許認可を必要とする業種に限る。）  

 (4) 履歴書（法人にあっては当該法人の代表者のもの）  

 (5) 創業計画書（様式第２号）  

 (6) 税務署に提出した個人事業の開業等届出書の写し（個人事業の場合

に限る。）  

 (7) 登記事項証明書の写し（法人の場合に限る。）  

 (8) 自己資金が証明できる預金通帳、残高証明書等  

 (9) 誓約書（様式第３号）  

 (10) 経済産業省関係産業競争力強化法施行規則（平成２６年経済産業

省令第１号）第７条第１項の規定による市長の証明を受けた書類（当

該書類を複写したものを含む。）  

 (11) その他市長が必要と認める書類  

 （補助金の交付決定）  

第９条 市長は、前条に規定する申請があったときは、その内容を審査の
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上、補助金交付の適否を決定し、別府市創業支援事業補助金交付（不交

付）決定通知書（様式第４号）により申請者に通知するものとする。  

２ 市長は、前項に規定する補助金交付の適否の決定において必要がある

と認めるときは、専門的知識を有する者の意見を聴くものとする。  

 （申請の取下げ）  

第１０条  申請者は、第８条に規定する申請を取り下げようとするときは、

その旨を記載した書面を市長に提出しなければならない。  

 （変更等の申請）  

第１１条  第９条第１項の規定により補助金の交付決定の通知を受けた申

請者（以下「補助事業者」という。）は、第８条に規定する申請の内容を

変更し、又は補助金の交付の対象となった事業（以下「補助事業」とい

う。）を中止し、若しくは廃止しようとするときは、別府市創業支援事業

補助金変更（中止・廃止）承認申請書（様式第５号）に同条各号に掲げ

る書類のうち変更に係るものを添付し、市長に提出しなければならない。

ただし、同条第５号に掲げる書類の軽微な変更で補助金の額に影響を及

ぼさないものについては、この限りでない。  

 （変更等の承認の決定）  

第１２条  市長は、前条に規定する申請があったときは、その内容を審査

の上、変更等の承認の適否を決定し、別府市創業支援事業補助金変更（中

止・廃止）承認（不承認）決定通知書（様式第６号）により当該申請を

した補助事業者に通知するものとする。  

 （実績報告）  

第１３条  補助事業者は、補助対象期間の満了する日から起算して３０日

以内に別府市創業支援事業補助金実績報告書（様式第７号）に次に掲げ

る書類を添付し、市長に提出しなければならない。  

 (1) 補助対象経費の明細表及び補助対象経費の支払を証明する書類  

 (2) 設備等を設置した後の事業所等の写真  

 (3) 第８条に規定する申請において同条ただし書の規定により省略し

た書類  

 (4) 第８条に規定する申請の際に市内に住所を有していなかった場合

にあっては、住民票の写し  
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 (5) その他市長が必要と認める書類  

２ 前項に規定する実績報告の期限が別府市の休日を定める条例（平成元

年別府市条例第１８号）第１条第１項に規定する市の休日（以下この条

において「休日」という。）に当たるときは、その日後で最も近い休日で

ない日を期限とする。  

 （補助金の額の確定通知）  

第１４条  市長は、前条第１項に規定する実績報告があった場合は、その

内容を審査し、適当と認められるときは、交付すべき補助金の額を確定

し、別府市創業支援事業補助金額確定通知書（様式第８号）により補助

事業者に通知するものとする。  

 （補助金の交付請求）  

第１５条  補助金の交付請求をしようとする補助事業者は、別府市創業支

援事業補助金交付請求書（様式第９号）を市長に提出しなければならな

い。  

（決算書の提出）  

第１６条  補助事業者は、補助金の交付を受けた日の属する事業年度から

起算して３年間、毎事業年度の決算書を当該事業年度の終了後３月以内

に市長に提出しなければならない。  

 （財産の管理及び処分）  

第１７条  補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した設

備等について、補助事業が完了した後も適正に管理するとともに、その

効率的な運用を図らなければならない。  

２ 補助事業者は、補助事業が完了した日から５年間は、補助事業により

新設又は増設した設備等を処分してはならない。ただし、市長が特に認

める場合は、この限りでない。  

 （補助金の交付を受けた者の努力義務）  

第１８条  補助金の交付を受けた補助事業者は、当該補助事業者が設置す

る事業所等において従業員の２年間以上の雇用の確保に努めるとともに、

当該従業員が有期雇用契約である場合又はパートタイム雇用である場合

は、期間の定めのない正規雇用に移行するよう努めなければならない。  

 （交付決定の取消し等）  
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第１９条  市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認める

ときは、補助金の交付決定を取り消し、又は変更することができる。こ

の場合において、既に補助金が交付されているときは、市長は、その全

部又は一部の返還を命ずることができる。  

 (1) 規則及びこの要綱の規定に違反したとき。  

 (2) この要綱の規定により市長に提出した書類に偽りの記載があった

とき。  

 (3) その他補助事業の施行について不正の行為があったとき。  

 （その他）  

第２０条  この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項

は市長が別に定める。  

   附  則  

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。  

   附  則（平成２８年３月２２日別府市告示第８７号）  

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。  

   附  則（平成２９年３月３１日別府市告示第１１７号）  

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。  

２ この要綱の施行の日前に別府市創業支援事業補助金の交付申請を行っ  

た者については、この要綱による改正後の第１６条の規定は、適用しな  

い。  

   附  則（平成３０年３月３０日別府市告示第９２号）  

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。  

   附  則（令和２年３月２３日別府市告示第１０５号）  

 この要綱は、告示の日から施行する。  

附 則（令和７年４月２５日別府市告示第１９８号）  

 この要綱は、告示の日から施行する。  
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様式第１号（第８条関係）  

 

 
年  月  日  

 別府市長     あて  

 
                   事業所等の所在地 

 

申請者 氏名又は名称  
 

                   及び代表者氏名      印  

 
 

別府市創業支援事業補助金交付申請書 

 

 

 別府市創業支援事業補助金の交付を受けたいので，別府市創業支援事業補助金交付要
綱第８条の規定により、関係書類を添えて次のとおり交付を申請します。 

事業所等の所在地  
（フリガナ）  

 

名称  

（フリガナ）  

 

 

（電話番号      －      －       ）  

担当者名及び連絡先  

（フリガナ）  

 

 

（電話番号      －      －       ）  

創業（予定）年月日   

補助事業の内容  
 

 

従業員数                    名  

補助対象経費                    円  

補助金交付申請額                    円  

添付書類  

(1) 住民票の写し  

(2) 市税納税証明書  

(3) 営業許可証の写し  

(4) 履歴書  

(5) 創業計画書  

(6) 税務署に提出した個人事業の開業等届出書の写し  

(7) 登記事項証明書の写し  

(8) 自己資金が証明できる預金通帳、残高証明書等  

(9) 誓約書  

(10) 経済産業省関係産業競争力強化法施行規則（平成２６年経

済産業省令第１号）第７条第１項の規定による市長の証明を

受けた書類（当該書類を複写したものを含む。）  

(11) その他市長が必要と認める書類  
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様式第２号（第８条関連） 
               創 業 計 画 書 

 

 
（１）申請者の概要等(項目を確認の上、記載してください。選択項目は、該当するものに☑してください。) 
①申請者 

ふ り が な 

氏 名 

 

 
性別 

□ 男 

□ 女 

生年月日 

（年齢） 
   年  月  日（  歳） 

連絡先住所等 

〒   － 

 

 本事業創

業直前の

職業 

□1 会社役員 

□2 個人事業主 

□3 会社員 

□4 専業主婦・主夫 

□5 ﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ 

□6 学生 

□7 その他（      ） 

T E L  

F A X  

E-mail 
 
 

本事業以外の事

業経営経験 

□ 事業を経営したことがない。 

□ 事業を経営したことがあり、現在もその事業を続けている。 

  ┗ 事業形態〔 □個人事業  □法人 〕 

    事業内容〔                                 〕 

※申請事業と類似の事業の場合は、差別化している点を「（２）①事業の具体的な内容」に記載してください。 

□ 事業を経営していたが、既にその事業をやめている。（やめた時期：     年  月） 

 

②実施形態  

開業･法人設立日

（予定日） 

    年  月  日 
（開業・開業予定） 

申請時点において □創業済 □創業前 

法人名 

(屋号) 
 

事業所開設予定日     年  月  日 

事業所所在地 

（予定地） 

〒   － 

  
 
 

事業形態 

□1 個人事業 

 ┗□ 補助事業期間中の 

法人化も検討している 

□2 会社設立 

┗□2-1 株式会社 

□2-2 合名会社 

□2-3 合資会社 

□2-4 合同会社 

 

賃貸借契約日 
□契約済 □契約予定 

  年  月  日 

本店又は 

主たる事業所の

所在地 

 
 
 
 

資本金又は 
出資金 

 

千円 

※法人の場合のみ記入 

役 員 ・ 

従業員数 

合 

計 

    名 
内 

訳 

①役 員： 
（法人のみ） 

     名 
 

②従業員：        名（うちﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ：    名） 

業 種  

事業に要する許認可・免許等 

（必要な場合のみ記載） 

許認可・免許等名称：  

取得見込み時期：  
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（２）事業内容（事業全体について、詳しく記載してください。枠に収まらない場合は適宜広げてくだ

さい。複数ページになっても構いません。） 

①事業の具体的な内容（創業済みの場合は、事業の沿革・状況も記載） 
  

②本事業に取り組んだ動機・きっかけ 
  
 
 
 

③将来の展望（成長戦略）【概要】 
  
 
 
 
 
 
【特徴、新規性・独創性、競争優位性】 
  
・特徴 
 
・新規性・独創性 
 
・競争優位性 
 
【販路、主要取引先等（マーケティング戦略）】 
  
 
 
 
 
 
【その他（長期的な成長ビジョン、補足説明等） 
  
 
 
 
 

④本事業の経験、知識、人脈、熱意（経営理念） 
  
・経験 
 
・知識 
 
・人脈 
 
・熱意（経営理念） 

⑤本事業が地域に及ぼす影響（地域貢献） 
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⑥本事業全体に係る資金計画【新事業の立ち上げ（準備から補助事業実施期間の終了までの間）に必要な全ての 

資金と調達方法を記載してください。】（消費税込み）             

（単位：千円） 

 

⑦事業の見通し（年間） 
 申請時  

（創業当初）  

軌道に乗った後 

（  年 月頃） 
売上高、売上原価（仕入高）、経費を 

計算された根拠をご記入ください 

売 上 高 ①      万円      万円 【申請時（創業当初）】 

 

 

 

 

 

【軌道に乗った後】 

売 上 原 価 ②  

（仕入高） 
     万円      万円 

 

 

 

経 

 

 

費 

 

 

 

人件費

（注） 
     万円      万円 

家 賃      万円      万円 

支 払 利 息      万円      万円 

そ の 他      万円      万円 

合 計 ③      万円      万円 

利益①－②－③      万円      万円 （注）個人営業の場合、事業主分は含めません。 

必要な資金 金額 調達の方法 金額 

設 

備 

資 

金 

（内容） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自己資金  

金融機関からの借入金 

（調達先） 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他（本事業の売上金、親族からの借入金等） 

（内容） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備資金の合計  

運 

転 

資 

金 

（内容） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助金交付希望額 
 

(３)経費明細表(ｂ)の額と一致。 

 

補助金は補助事業実施期間終了後に審査を経て交

付します。補助金交付までの間、申請者自身で補助

金交付希望額相当額を調達する必要があります。

その調達方法について、下表《補助金交付希望額相

当額の手当方法》に記載してください。） 

 

 

運転資金の合計  

合  計  合  計  

【金融機関からの外部資金の調達見込みについて】 

□ 既に調達済み 

□ 補助事業実施期間中に調達見込みがある 

□ 将来的に調達見込みがある 

 《補助金交付希望額相当額の手当方法》 （単位：千円） 

 方法 金額 
 自己資金  
 金融機関からの借入金 

（調達先：          ） 
 

 その他（調達先：         ）  

 合計額（(３)経費明細表(ｂ)の額と一致）  
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（３）経費明細表（補助対象期間中に補助対象とするものを記載してください。単位：千円） 

 

※ｂはａの２／３以内で上限１００万円、千円未満は切り捨てとする。 

 

（４）特定創業支援等事業実施者 

機関名                      

支援担当者職氏名                 

連絡先                      

 

  

経 費 区 分 費 目 
補助対象経費 

（消費税抜） 

補助金交付  

希 望 額 

補助対象経費（消費税抜）に 

係る積算基礎 

Ⅰ人件費 (1)人件費    

Ⅱ事業費     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

合 計 a b  
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様式第３号（第８条関係） 

誓  約  書 

 

私は、下記の事項について誓約します。 

 なお、別府市が必要と認める場合には、大分県別府警察署長に照会することについて承諾しま

す。また、照会で確認された情報を、今後、私が別府市と締結する契約のための身分確認に利用す

ることに同意します。 

記 

 

１ 自己又は自己の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。 

(1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

(2) 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力

団員をいう。以下同じ。） 

(3) 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

(4) 暴力団員が役員となっている事業者 

(5) 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用・使用している者 

(6) 暴力団員であることを知りながら、その者と下請契約又は物品の売買契約等を締結してい

る者 

(7) 暴力団又は暴力団員に経済上の利益や便宜を供与している者 

(8) 暴力団又は暴力団員と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど社会的に避難される関

係を有している者 

(9) 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

 

２ １の（1）から（9）までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又

は個人ではありません。 

 

年   月   日 

別府市長   あて 

申請者                          

事業所等所在地                      

名称（法人の場合は法人名）                

（フリガナ）             

氏名             ○印 

（法人の場合は代表者名）             

生年月日    年  月   日（ 男・女 ） 

 

※ 別府市では、別府市暴力団排除条例に基づき、行政事務全般から暴力団を排除するため、申請者に暴

力団等でない旨の誓約をお願いしています。 
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様式第４号（第９条関係）  

 

第     号  

  年  月  日  

様  

 

別府市長         印  

 

別府市創業支援事業補助金交付（不交付）決定通知書  

 

     年  月  日付けで申請のあった別府市創業支援事業補助金

の交付について、下記のとおり決定しましたので、別府市創業支援事業補

助金交付要綱第９条第１項の規定により通知します。  

 

記  

 

１ 交付する。  

   補助対象経費               円  

補助金交付決定額              円  

  交 付 の 条 件  

 

２ 交付しない。  

   理由  
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様式第５号（第１１条関係）  

 

年   月   日  

 

 別府市長       あて  

 

事業所等の所在地 

 

申請者 氏名又は名称  

 

                   及び代表者氏名      印  

 

別府市創業支援事業補助金変更（中止・廃止）承認申請書  

 

     年  月  日付け    第    号で交付決定通知のあっ

た別府市創業支援事業補助金について、下記のとおり申請の内容を変更（中

止・廃止）したいので、別府市創業支援事業補助金交付要綱第１１条の規

定により、その承認を申請します。  

 

記  

 

補助事業の 

内容 

変更前 
 

変更後 
 

補助対象経費 
変更前               円  

変更後               円  

補助金交付 

申請額 

変更前               円  

変更後               円  

変更（中止・廃止） 

の理由 

 

中止・廃止の年月日     年   月   日  

添 付 書 類  
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様式第６号（第１２条関係）  

 

 第     号  

  年  月  日  

 

様  

 

別府市長         印  

 

別府市創業支援事業補助金変更（中止・廃止）  

承認（不承認）決定通知書  

 

     年   月   日付けで申請のあった別府市創業支援事業補助

金変更（中止・廃止）について、下記のとおり決定しましたので、別府市

創業支援事業補助金交付要綱第１２条の規定により通知します。  

 

記  

 

１ 承認する。  

   変更（中止・廃止）後の補助対象経費         円  

変更（中止・廃止）後の補助金交付決定額       円  

 

２ 承認しない。  

   理由  
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様式第７号（第１３条関係） 

年   月   日 

別府市長      あて 

 

事業所等の所在地 

 

報告者 氏名又は名称  

 

及び代表者氏名      印  

 

別府市創業支援事業補助金実績報告書 

 

 

      年  月  日付け   第    号で交付決定通知のあった別府市

創業支援事業補助金の補助事業を実施したので、別府市創業支援事業補助金交付要綱第

１３条の規定により、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 創業年月日           年   月   日  

２ 従業員数                     人  

３ 補助対象経費                   円  

４ 補助事業の実施期間  

       年  月  日から   年  月   日まで  

５ 補助事業の内容  

 

６ 補助事業の成果  

 

７ 添付書類  

(1) 補助対象経費の明細表及び補助対象経費の支払を証明する書類  

(2) 設備等を設置した後の事業所等の写真  

(3) 従業員の雇用が確認できる書類（雇用契約書、賃金台帳等）  

(4) 補助金の交付申請において省略した書類  

(5) 補助金の交付申請の際に市内に住所を有していなかった場合にあっ

ては、住民票の写し  

(6) その他市長が必要と認める書類  
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様式第８号（第１４条関係）  

 第     号  

  年  月  日  

 

様  

 

別府市長         印  

 

別府市創業支援事業補助金額確定通知書 

 

      年  月  日付けで提出のありました実績報告書について、その内容

を審査した結果、下記のとおり別府市創業支援事業補助金の額が確定したので，別府市

創業支援事業補助金交付要綱第１４条の規定により通知します。 

記 

交付申請額                  円 

交付決定額                  円 

交付確定額                  円 

交付決定額と交付確定額に差がある場合の理由 
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様式第９号（第１５条関係）  

 

年   月   日 

別府市長      あて 

 

事業所等の所在地 

 

請求者 氏名又は名称  

 

                 及び代表者氏名      印  

 

別府市創業支援事業補助金交付請求書 

 

    年  月   日付け   第    号で額の確定通知のあった

別府市創業支援事業補助金について、別府市創業支援事業補助金交付要綱

第１５条の規定により、下記のとおり請求します。  

 
記  

 

１ 請求金額              円  

２ 振込先  

金融機関及び  

支店名  

銀  行  

協同組合  

信用金庫  

信用組合  

本店  

支店（所）  

預金種目  当座 ・  普通  口座番号  
 

 

口座名義人  

フリガナ   

氏  名  
 

 

 


